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北九州市 

平成26年11月18日 

情報システム再編について 
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情報システム再編の背景と概要 
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システム再編の背景・目的 

厳しい財政状況 

【本市を取り巻く状況】 

三位一体改革、少子高齢化に伴う行政需要の増大、公債費負担の増大 等 

【今後の行財政運営に求められること】 

◆サービスを提供する立場ではなく、ニーズを有している利用者の立場にたった運営 
◆施策に要する人件費や維持管理費等を含めたトータルな経費と効果のコスト感覚 

【具体的実践策】 

【見込める効果】 

① 区役所窓口へのワンストップサービスの導入とそれに伴う業務・組織改革 
② 庶務事務等の行政内部事務の効率化 
③ 上記２つの改革を支援し、行政経費の削減に資する情報システムの再編 

◆ 適正な職員の配置 
◆ ワンストップサービス導入による行政サービスの迅速化、品質向上 
◆ 行政内部事務の効率化による業務軽減、コスト削減 等 
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推進体制 
業務の効率化と情報システムの再編推進部会 
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業務改革の観点から 
行政システムのあり方を 
抜本的に見直す！ 



Copyright (C) 2012 CITY OF KITAKYUSHU All Rights Reserved. 

具体的な取り組み 

ITの特徴を活かし、北九州市に合った業務改革を目指す 

１．総合窓口 

２．総務ﾜｰｸｽﾃｰｼｮﾝ 

３．情報連携 

４．電子決裁 

（従来）何人かで個々の手続きの受付を
行う 

（改善）１人で様々な手続きの受付を行う 

↓ 

（従来）課毎に庶務担当者が処理 

（改善）職員個々が給与情報等を自分の
端末から入力し、ステーションで集中的
に処理 

↓ 

（従来）訪問、手入力による情報入手 

（改善）情報システム連携によりペーパ 
レスで入力 

↓ 

（従来）限られた処理 
    （旅行命令、休暇取得） 

（改善）様々なシステムへ 

↓ 

●市民の情報を一元化 
 （氏名、住所、資格情報・・・） 
●様々なシステムを連携させる（住基、
国保、年金・・・） → 統合データベース 

●職員の端末から職員自身が入力・申請 
 
●様々なシステムを連携 
  （人事、給与、財務・・・） 

●柔軟なシステム間連携  

内  容 システム 

→ 地域情報プラットフォームを基本とした 
  データ連携（データ機能を基盤が提供）  

●各システムで発生する決裁案件を 
 処理する電子決裁機能を構築し、提供  
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マスタスケジュール 

新体制での業務開始

システム全面稼働
完了平成２２（２０１０）年度

システム統合開始
システム一部稼働

新体制への移行

平成２１（２００９）年度

平成２０（２００８）年度

新体制に向けた条例、設備等の整備開始

システム調達、設計、開発
計画実施平成１９（２００７）年度

詳細調査及び分析
課題抽出、解決方法検討

新体制案、システム調達仕様書作成

詳細検討平成１８（２００６）年度

現状の業務及び情報システムの概要調査
将来イメージの検討

基本計画作成

概要検討平成１７（２００５）年度

作業項目段階計画年度

新体制での業務開始

システム全面稼働
完了平成２２（２０１０）年度

システム統合開始
システム一部稼働

新体制への移行

平成２１（２００９）年度

平成２０（２００８）年度

新体制に向けた条例、設備等の整備開始

システム調達、設計、開発
計画実施平成１９（２００７）年度

詳細調査及び分析
課題抽出、解決方法検討

新体制案、システム調達仕様書作成

詳細検討平成１８（２００６）年度

現状の業務及び情報システムの概要調査
将来イメージの検討

基本計画作成

概要検討平成１７（２００５）年度

作業項目段階計画年度
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情報システムの再編 
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情報システムの歴史 

 ホストコンピュータに関連するシステムは情報政策室が一括して管理し、それ以外のシステムは、
業務所管課が個別に調達・管理する方針であった。 

 

 また、システム導入に当たっては、個々の案件に対して最適化を図ること、効果を最大化することを
目的とした「個別最適」の方針で進められてきた。  

 

 平成17年度の時点では、情報システムの総数は、２００を大きく超えるまでになっていた。 

昭和３８年 

北
九
州
市
誕
生 

昭和３９年 

ホ
ス
ト
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
の 

利
用
開
始
（外
部
セ
ン
タ
） 

昭和４７年 

ホ
ス
ト
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
の 

自
営
処
理
開
始 

平成６年 

サ
ー
バ
処
理
の
開
始 

平成７年 

庁
内
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
を 

Ｌ
Ａ
Ｎ
へ
移
行 

平成１１年 

庁
内
イ
ン
ト
ラ
ネ
ッ
ト
の 

構
築
開
始 

平成１５年 

大
規
模
業
務
の
分
散
化 

平成１７年 

ホ
ス
ト
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ 

運
用
業
務
の
ア
ウ
ト 

ソ
ー
シ
ン
グ
開
始 

平成22年 

シ
ス
テ
ム
基
盤
運
用
開
始 

（
ホ
ス
ト
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
廃
止
） 
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【参考】 システム再構築以前のスパゲティ状態 
個別管理・個別最適の下、システム化また改修を重ねてきたため、 
全体の統一性に欠け、また、システム同士が複雑に絡み合った構造になっていた。 
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情報システムの問題 

（１）個別導入による複雑化 

＜発生している問題＞  

✔ １つの情報システムが全体に及ぼす影響の測定、推測が困難 

✔ 情報システムの新規構築時の設計が困難 

✔ 情報システム改修で予期せぬ障害が多い 

✔ 電子市役所構築や地域情報プラットフォーム等の新しいニーズへの対応も困難 

✔ 個人情報を含む重要データが情報システムごとに管理され、 
 セキュリティレベルが不均一、またその対策が困難 

（２）重複による無駄の発生 

＜発生している問題＞ 

✔ 個別に冗長化の仕組みを導入し、実際は稼動していないハードウェアが多い 

✔ ハードウェアリソースの利用率が低い情報システムが多い 

✔ ＯＳ及びミドルウェアのライセンス料を重複して支払っている 

✔ 同様の機能をそれぞれの情報システムで構築・保有 

10 



Copyright (C) 2012 CITY OF KITAKYUSHU All Rights Reserved. 

（３）ホストコンピュータにかかるコスト 

 これらの問題を解消し、今後の電子自治体システムへの対応を実現するため 

市の基幹システム全体を再構築。 

  

 ホストコンピュータとオープン系システムのそれぞれの長所を取り入れ、今後
調達される業務システムの全体最適化を支えるものとして、「システム基盤」を
整備することとした。 

＜発生している問題＞ 

✔ 随意契約（特命）による経費の高止まり 

✔ コスト構造の透明性が担保できない 

情報システムの問題 
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柔軟 オープン 

目指すべき情報システムの姿 

情報システムの再編成後の目指すシステム像 

『レガシーシステム再構築』 と 『分散システムの統合』 

（システム運用経費の２０～３０％削減） 

多数の業務システムを一括して処理する「システム基盤」を構築 

 ・ ホストコンピュータの利点である集中管理による安定した運用性 

 ・ サーバの利点である柔軟な運用性 

全体最適 
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特徴 

「ハードウェアおよび共通ソフトウェア」と「業務アプリケーション」の分離を徹底させ、 

「システム基盤」上に「業務アプリケーション」を搭載するホスティング（クラウド：PaaS）形式とした。 

内部事務系業務 

アプリケーション 

住民情報系業務 

アプリケーション 

シンクライアント イントラＰＣ 

ハイセキュア ミドルセキュア 

システム基盤 

税
務 

国
民
健
康
保
険 

総
合
滞
納
整
理

 

保
健
福
祉
総
合

 

・住民情報系業務は、シンクライアントからのみ 

利用可能 

端末 

ネットワーク 
・基幹系ネットワーク（住民情報） 
・情報系ネットワーク（内部事務）の分離を徹底 

ハードウェア及び共通ソフトウェア 

※ 標準的な仕様（地域情報 PF ）を前提とする 

・優良なソフトウェアを持つ中小企業の参加を促す 

・ベンダーによる囲い込みを抑制し、競争性を確保 

・情報の連携を容易とする 

業務アプリケーション 

・単一業者による統一的な運用 

・重複による無駄（機器・機能）の削減 

・環境の統制による硬直化の抑制 

総
合
滞
納
整
理 

総
合
窓
口 

保
健
福
祉
総
合 

介
護
保
険 

総
合
収
納 

そ
の
他
シ
ス
テ
ム 

そ
の
他
シ
ス
テ
ム 

庶
務
事
務 

電
子
入
札 

契
約
管
理 

総
合
財
務
会
計 

文
書
管
理 

人
事
給
与 

４１業務 

全体最適 

目指す情報システムの姿 

切替可能 
（ただし同時利用は不可） 13 
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調達方式（１） 契約内容及び選定方法 

※リビルド・・・既存業務アプリケーションを廃止し、抜本的に再構築 
※リホスト・・・既存の業務アプリケーションを残し、システム基盤に移植 

システム分類 契約内容 選定方法 

システム基盤 構築及び運用（１０年契約） 総合評価方式一般競争入札 

業務アプリケーション 
（総合窓口・電子決裁） 

構築及び運用 
（１０年契約） 

総合評価方式一般競争入札 

業務アプリケーション 
（新規、リビルド） 

構築のみ 
(運用は別途単年度契約) 

総合評価方式一般競争入札、 
一般競争入札 

業務アプリケーション 
（リホスト） 

構築のみ 
(運用は別途単年度契約) 

原則として、既存ベンダとの 
特命随意契約 

ネットワーク

ハードウェア・ＯＳ

統
合
管
理
ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア

リホスト
ＡＰ

個別
ミドルウェア

リビルド
ＡＰ

業務アプリケーション部分

総合窓口
システム

統合ＤＢ共通プログラム・共通ミドルウェア

次期基幹システム

基盤部分

高速プリンタ

証明書
自動交付機

周辺機器

帳票加工用機械

端末

住民基本台帳
ネットワーク

ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｻｰﾊﾞＤＢ

ＤＢ

電子決裁
システム

データ、処理連携機能

②
①

③

ネットワーク

ハードウェア・ＯＳ

統
合
管
理
ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア

リホスト
ＡＰ

個別
ミドルウェア

リビルド
ＡＰ

業務アプリケーション部分

総合窓口
システム

統合ＤＢ共通プログラム・共通ミドルウェア

次期基幹システム

基盤部分

高速プリンタ

証明書
自動交付機

周辺機器

帳票加工用機械

端末

住民基本台帳
ネットワーク

ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｻｰﾊﾞＤＢ

ＤＢ

電子決裁
システム

データ、処理連携機能

②
①

③

①～③は、調達順序 

  基幹システム    

14 
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調達方式（補足） システム基盤アウトソーシング 

導入導入

委託委託

購入購入

購入購入

委託委託

メーカーメーカー

用紙メーカー
（複数）

用紙メーカー
（複数）

情報処理企業情報処理企業

電算消耗品
メーカー（複数）

電算消耗品
メーカー（複数）

情報処理企業情報処理企業

賃借賃借

汎用的に使用する紙
しよ

汎用的に使用する紙
しよ

プリンタ・電算機器操作プリンタ・電算機器操作

磁気テープ等消耗品磁気テープ等消耗品

システムエンジニアシステムエンジニア

帳票加工用機器
メーカー（複数）

帳票加工用機器
メーカー（複数）

導入導入
システム
ベンダー

システム
ベンダー

帳票加工用機械帳票加工用機械

共通的な機能共通的な機能 機器等機器等

内部事務系
業務アプリケーション

住民情報系
業務アプリケーション

税
務

国
民
健
康
保
険

総
合
滞
納
整
理

総
合
窓
口

保
健
福
祉
総
合

介
護
保
険

総
合
収
納

そ
の
他
シ
ス
テ
ム

そ
の
他
シ
ス
テ
ム

庶
務
事
務

電
子
入
札

契
約
管
理

総
合
財
務
会
計

文
書
管
理

人
事
給
与

システム基盤（ハードウェア・共通機能）※運用含む 北九州市

シ
ス
テ
ム
の
利
用
環
境
を
サ
ー
ビ
ス
と
し
て
提
供

業務アプリケー
ション業者

業務アプリケー
ション業者

構築・保守構築・保守

業務アプリケー
ション業者

業務アプリケー
ション業者

構築・保守構築・保守

業務アプリケー
ション業者

業務アプリケー
ション業者

構築・保守構築・保守

システム基盤上で稼動

業務アプリケー
ション業者

業務アプリケー
ション業者構築・保守構築・保守

業務アプリケー
ション業者

業務アプリケー
ション業者構築・保守構築・保守

15 
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構築スケジュール（概要） 

H18年度 H19年度 H20年度 H21年度 H22年度

業務と
組織改革

区役所窓口一元化

行政内部事務の
効率化

移行・研修

情報
システム
再編

（第１次調達）
ＰＭ、ＰＭＯ

（第２次調達）
総合窓口システム
電子決裁システム

（第３次調達）
次期システム基盤

（第４次調達）
業務アプリケーション

H18年度 H19年度 H20年度 H21年度 H22年度

業務と
組織改革

区役所窓口一元化

行政内部事務の
効率化

移行・研修

情報
システム
再編

（第１次調達）
ＰＭ、ＰＭＯ

（第２次調達）
総合窓口システム
電子決裁システム

（第３次調達）
次期システム基盤

（第４次調達）
業務アプリケーション

12 2 4 6 8 10 12 2 4 6 8 10 12 2 4 6 8 10 12 2 4 6 8 10 12 2

搭
載

搭
載

入
札

搭
載

業
者
決
定

提
案
協
議

業務システム再構築(リホスト/リビルド)

評価環境構築

本番環境構築

設計・開発 （総合窓口システム）

市職員によるデータの同定作業

データ移行
環境構築

ＰＭ（プロジェクトマネージャー）

ＰＭＯ（プロジェクトマネージメントオフィス）

本番データ移行

新システム研修

業務フロー、組織に関する検討詳細検討

次
期
基
幹
シ
ス
テ
ム
全
面
稼
動

移行

職員研修

レイアウト変更
新区役所業務詳細検討

体
制

新
組
織

新
業
務

Ｓ
Ｅ
契
約

要件定義
評
価
環
境

稼
動

本
番
環
境

稼
動

搭
載

要件定義

業
者
決
定

搭
載

ホ
ス
ト
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
撤
去

全
て
の
シ
ス
テ
ム
移
行
が
完
了

設計・開発 （電子決裁システム）

業
者
決
定

提
案
協
議

要件定義

移行ＰＧ作成及びリハーサル

～H20年度

18年４月～

組織、人事配置、新事務分掌の検討

業務マニュアルの作成

法律、条例上の課題整理

システム基盤 

シ
ス
テ
ム
全
面
稼
動 
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関係者の役割分担 
組織 役割 

北
九
州
市 

情報政策室 

○プロジェクトの総括 
○システム基盤を中心とした新たな運用フローの整備 
○業務所管課、業務アプリケーション事業者、システム基盤事業者な 
 ど関係者間の調整 
○システム再編に関する予算の管理 

業務所管課 

○業務システム開発に関する最終責任 
 詳細設計書の承認 
 新システムのテスト 
 データ移行に関する事項 
 （原稿データの整理、移行仕様の確認、移行データの最終確認） 

委
託
事
業
者 

ＰＭ／ＰＭＯ 
○業務システムの開発に関する進捗管理・課題管理 
○また、その管理を行なうための仕組みづくり 

システム基盤 
事業者 

○本市の業務運営に最適なシステム基盤の設計・構築 
○システム基盤の運用（消耗品調達を含む） 
○システム基盤の仕様・機能に関する業務アプリケーション事業者・ 
 市への情報提供 
○業務アプリケーション事業者への支援（情報提供、技術的助言、事 
 業者間調整） 

業務アプリケー
ション事業者 

○受託したアプリケーションの開発 
○関係する業務との連携に関する調整 
○システムのテストに関する支援 

データ移行 
事業者 

○多くの旧業務システムで個別に管理されていた人格情報の統合 
○旧システムから新システムへのデータ移行 
○新システム担当事業者、旧システム担当事業者、業務所管課担当と 
 の仕様確認・調整 

17 
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情報政策室の体制 

課長級 １名 
係長級 ７名 
職 員 ９名 

再編担当課長 総括担当係長 

住基再構築担当係長 

税務再構築担当係長 

保福再構築担当係長 

人給再構築担当係長 

財務等再構築担当係長 

データ移行担当係長 

情報システムの基盤再構築、再編総括 
 ＊ 次期基幹システム基盤の構築 
 ＊ 再編推進部会の総括 
 ＊ 基盤等の移行に関すること 
 ＊ 新業務システムの移行総括 

住基関係システムの再構築支援 
 ＊ 住基関係システムの再構築検討、支援、 
   調整、データ移行等 

税務関係システムの再構築支援 
 ＊ 税務関係システムの再構築検討、支援、 
   調整、データ移行等 

保健福祉関係システムの再構築支援 
 ＊ 保健福祉関係システムの再構築検討、 
   支援、調整、データ移行等 

人事・給与関係システムの再構築支援 
 ＊ 人事・給与関係システムの再構築検討、 
   支援、調整データ移行等 

財務関係システム等の再構築支援 
 ＊ 財務会計、総合収納、総合滞納整理シス 
   テム等の再構築検討、支援、調整、 
   データ移行等 

再構築に伴うデータ移行担当 
 ＊ データ移行の全体管理、移行システム 
   構築テスト、移行処理の実行等 

職員２名 

職員１名 

職員１名 

職員１名 

職員１名 

職員１名 

職員２名 18 
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システム基盤の全体像 

ＳＥ 

• サイジング 

• マイグレーション 

• ベンチマークテスト 

• 全体最適化 

    システム基盤 

運用管理 

• 統合管理、モニタリング 

• ジョブ管理 

• NW/プロセス管理 

• アベイラベリティ管理 

• 警報 

ストレージ 

• ストレージ仮想化 

• 階層型ストレージ 

• ビット単価の自由度 

• 高速バックアップ 

サーバ 

• 仮想化技術（Virtage、
VMware、LPAR、 
MicroPartitioning） 

• サーバ集約 

• 最新鋭CPUの採用 

自治体クラウドを先取り 

効果 
•適材適所のシステム構築 
•マルチベンダ化の推進による透明性・競争性の確保 
•情報基盤継続性の確保 

コンセプト 
•公開された仕様、製品で構築 
•メインフレームや百数十台のサーバを統合化 
•インフラと共通機能を一元管理して提供 
•インフラと業務アプリケーションの完全分離 
 （プライベートクラウド：PaaS形態） 

•ＡＰＰＬＩＣ標準準拠 

•仮想化 

共通機能 

・データ・処理連携機能 

・バッチ処理機能 

・ポータル、ユーザ認証 

・ログ管理機能 

・EUC機能 

・ファイル入出力機能 

総合評価競争方式一般競争入札により 
「日立・NTTデータ企業連合」に決定 

19 
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仮想化の概要 

Virtage 

ハイセキュアAP/WEB１－１ 

総合窓口 
WEB/AP＃１ 

国保 
WEB/AP#1 

Linux 

年金 

WEB/AP#1 

Linux 

下水・し尿 

WEB/AP#1 

Linux 

BladeSymphony BS2000 

Virtage 

ハイセキュアAP/WEB１－２ 

税務収納 
WEB/AP＃１ 

SSOサーバ 
#1 

市営住宅 
WEB/AP#1 

Linux 

税務収納PR 
サーバ#1 

仮想化メタ 

サーバ#４ 

Windows Linux 

Windows Windows Linux 

犬の登録 
WEB/AP 

Windows 

戸籍 
接続情報格納 

Windows 

Virtage 

Virtage交替機（N+1コールドスタンバイ用） 

Virtage 

ハイセキュアAP/WEB１－３ 

仮想化Mメタ 
サーバ＃１ 

生活保護 
WEB/AP#1 

総合窓口 
PR#1 

戸籍 
証明書処理 

Windows Windows 

公害保険 
AP/DB 

Windows Windows Windows 

OS搭載イメージ 

仮想化により１台の物理サーバ上に 
複数（10以上）の仮想サーバを稼動！ 
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クラウド化による統合集約の効果 

統合・仮想化でサーバ台数・スペースを １/５ に削減、管理を統合 

約140台のサーバ 

適用前 適用後 約50サーバ（10ラック） 
* DLPAR ： 動的論理分割機能(Dynamic LPAR) 

サーバ約140台 （５０ラック） ＋ 
メインフレーム2台 （一部屋占有） 

【ＥＰ８０００】 【日立ディスクアレイサブシステム】 

データの 
一元管理 

ＤＢサーバの 
統合 

移行ツールを適用 
→ 業務リホスト（再搭載）の救済 

ハード仮想技術の性能・信頼性・環境独立性を適用 
→ 業務リビルド（再構築・統合）の基本 

クラウド化 

【ＢｌａｄｅＳｙｍｐｈｏｎｙ】 【ＢｌａｄｅＳｙｍｐｈｏｎｙ】 

Windows Server®2003/Linux 

Virtage 

… 

Windows®2000 Server 

VMware® 

… 
予
備 

予
備 

DLPAR* 

Micro-Partitioning 専用バックアップ装置 共有ストレージ 

（約１００ OS） （約４０ OS） 

（約２０ OS） 

２台の 
メインフレーム 
（専用室設置） 

21 
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■外部データセンターの活用 

評価環境 ストレージ装置 基盤ＤＢサーバ 標準ＷＥＢ/ＡＰサーバ、管理サーバ 

北九州市 システム基盤（フロントパネルを外した状態） 

Ｈ２４年度に市内の民間データセンターに移設 
⇒ 本番環境が被災した場合には必要最小限の業務に縮退して業務継続を可能にした 

22 



Copyright (C) 2012 CITY OF KITAKYUSHU All Rights Reserved. 

 本来であれば、地域情報ＰＦに完全準拠を条件とした調達が望ましかったが、調達段階（H19年
度）では、開発ベンダ側の地域情報ＰＦ対応状況が途上段階であり、調達範囲が狭まること、開発
予算及び開発期間に制限があったことから、地域情報ＰＦに可能な限り対応することにとどめた。 
 地域情報ＰＦに準拠する場合は、総合評価にて加点対象とした。 

地域情報プラットフォーム対応方針 

 情報システム再構築では、現行と地域情報PFの延長線上にあることを、常に意識 

 ◆総合窓口の設置 （システム連携の基本方針） 

 ◆将来性、競争性、公平性を担保 

 ◆将来の外部連携への対応 

 ◆優良な製品を持つ中小企業の参画を促す 

 目的 

北九州市 
旧システム 

地域情報PF 

北九州市 
新システム 

あるべき姿 

23 
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ネットワーク 

システム 
基盤 

統
合
管
理
ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア 

業務アプリケーション 

電子決裁 
システム 

総合窓口 
システム 

個別 
ミドルウェア 

リホスト 
ＡＰ 

ＤＢ 

リビルド 
ＡＰ 

ＤＢ 

周辺機器 

OS 

ハードウェア 

統合ＤＢ 

共通ミドルウェア（APサーバ 等） 

帳票加工用 
機械 

住民基本台帳 
ネットワーク 

コミュニケーショ
ン 

サーバ 

証明書 
自動交付機 

高速プリンタ 

           PF通信機能、PF共通機能  

BPM機能(Oracle BPEL Process Manager) 

統合DB機能 
端末 

 基幹システム 

データ･処理連携機能によるシステム間連携 

地域情報プラットフォームに準拠した製品（Granpiatt）を採用することにより、 
将来の多様な連携に対する柔軟性・拡張性を確保した。 

｢アーキテクチャ標準仕様｣ 
｢プラットフォーム通信標準仕様｣ 
に可能な限り準拠 

これにより、将来の 
｢自治体－自治体間連携｣、
｢自治体－民間間連携｣に 
対応する柔軟性・拡張性
を確保した。 

24 
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統合DB 

 

 

 

 

業務照会 

システム 

総合証明 

システム 

申請書送付 

システム 

審査・入力 

システム 

帳票出力 

システム 

国保DB 

国保システム 

（リビルド） 

税DB 

税システム 

（リビルド） 

収納DB 

収納システム 

（リビルド） 

福祉DB 

福祉システム 

（リホスト） 

照会機能 
検索・出力 

機能 

イメージデータ 

送信機能 
出力機能 

他部門照会 

入力機能 

業務主管課 

および 

事務集中センタ 

利用システム 

宛名データ 住基データ 国保データ 税データ 収納データ 福祉データ 

AAAAAA JAAAAA KAAAAA ZAAAAA SAAAAA FAAAAA 

BBBBBB JBBBBB KBBBBB ZBBBBB SBBBBB FBBBBB 

個別調達業務システム
は、業務独自データを
固有に持ち（正本）、連
携用のデータ（地域情
報PF仕様）と窓口サー
ビスに必要となるデータ
を統合データベース（副
本）へ送受信する。 

各
業
務
パ
ッ
ケ
ー
ジ
の
入
出
力
機
能
を
利
用
す
る
こ
と
も
考
え
ら
れ
る 

SOAP/XML SOAP/XML SOAP/XML 連携用アダプタ 

住基・印鑑・外国人 

宛名・共通etc 

住基・宛名 

住基・住登外・外
国人・法人等の
データは、統合
DBが正本となる。 

データ・処理連携機能（システム基盤機能） 

ワンストップサービスを実現する統合データベース 

25 
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総合受付システムによるワンストップサービス（転入） 

住民票更新 ＰＵＳＨ型サービス判定 各業務申請書 

一括作成 

乳幼児医療資格更新 国保資格更新 介護資格更新 

住基異動情報により、異動対象者の「受け
ることができるサービス」を判定します。 

市民課 

国保年金課 

保健福祉課 

１つの窓口で複数の手続きを 

一括処理 

３つの窓口で 

４つの手続き 

・住民異動の手続き 

・国民健康保険の加入手続き 

・乳幼児医療の受給申請手続き 

必要な項目についてはシステムが自動的に埋めますので、確認後、更新します。 

・介護資格取得（認定あり）手続き 

選択された手続きの申請書（住基情報印
刷済）が一括出力されます。 

26 
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業務の効率化と情報システムの再編計画の効果 

 利便性の向上   場所の制約を受けない業務の集約化  

市民サービスの向上 業務の効率化 

効率的な業務手順の構築及びマニュ

アルの整備  
 手続きの漏れの防止  

複数の手続きを一つの窓口で済ま
せることができる。 

新しいシステムを活用し、市民に必
要な手続きを選定して案内できる。  

各区役所市民課の業務のうち、データ
入力や郵便請求による証明書の発行
事務などを区政事務センターに集約 

ワンストップサービスに即した効率的
な業務手順を構築するとともに、マ
ニュアルの整備を行った。  

（１）ワンストップサービスの導入 
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業務の効率化と情報システムの再編計画の効果 

（２）基幹システム運用の効率化 

・基幹システム全体の運用経費 年間約5億円の削減 

 

・法改正への柔軟な対応も可能に 
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まとめ 北九州市のシステム再構築とは 

✔オープン化によるレガシーシステムの廃止 

✔行革部門との連携による業務ロジックの全面見直し 

に留まらず、 

✔共通基盤導入によるハード/ソフトの分離 

✔庁内ホスティング方式の導入 

✔アウトソーシング方式による運用     を同時に実現した。 

約３０年間に渡り使い続けたレガシーシステム 

（ホストコンピュータ）を捨てるにあたり、 

✔長期的視点に立って、可能な限り「あるべき姿」を追求した。 

✔レガシーシステムの「利点」は、オープンシステムである 

 次期システム基盤(プライベートクラウド)に継承させた。 

29 
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システム基盤を活用した共同利用 

事例１：バックアップサービス 

事例２：共同利用ＧＩＳ 

30 
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北九州市 

参加自治体（A市） 

基幹システム 

バックアップ用 
データ 

ＶＰＮ 

A市庁内ＮＷ 

回線経費実費負担 

データ 
バックアップ用 
データ（Ａ市） 

バックアップ用 
データ（Ｂ町） 

バックアップ用 
データ（C市） 

バックアップ用環境 

庁内ＮＷ 

北九州市庁内ネットワーク 

参加自治体（B町） 

基幹システム 

B町庁内ＮＷ 

データ 

常駐SE監視 

バックアップ概要図 

送信用デバイス 

10GB単位 

釜石市 

庁内ＮＷ 
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